
平成 28 年度 第２回 山口県道路メンテナンス会議 

日時：平成 29 年 2 月 20 日（月） 

１３：００～１４：３０ 

場所：防府市文化福祉会館 

                            ３階４号会議室 

 

議事次第 

１．開会 

 

２．議事 

 

（１）道路メンテナンス年報の紹介 ・・・・・・・・・・・・・・Ｐ ３ 

 

（２）道路鉄道連絡会議の設置について・・・・・・・・・・・・・Ｐ２３ 

 

（３）その他・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・Ｐ２９ 

・平成２８年度 研修・講習会の開催状況等 

・平成２９年度 取組（案） 

 

３．連絡調整 

 

４．閉会 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



所　属 役職 氏名

役職 氏名

会長 国土交通省中国地方整備局 山口河川国道事務所長 廣川　誠一 副所長 樋野　義周

副会長 山口県土木建築部 道路整備課長 古野　智

副会長 西日本高速道路株式会社中国支社 山口高速道路事務所長 細田　英樹

下関市 建設部長 岡田　伸昭 道路課長 中野　浩二

宇部市 都市整備部長 白石　光芳 都市整備部次長 坂本　慎司

山口市 都市建設部長 西川　宜宏
道路河川管理課
副主幹

斉藤　隆

萩市 土木建築部長 石橋　丈雄 土木課維持係長 西村　純司

防府市 土木都市建設部長 友廣　和幸 道路課長 藤井　邦夫

下松市 建設部長 古本　清行 土木課長 真鍋　俊幸

岩国市 都市建設部長 辻　孝弘 道路課長 山根　芳博

光市 建設部長 岡田　新市
建設部次長兼道
路河川課長

田村　格平

長門市 建設部長 森野　康範 都市建設課長 宗村　憲知

柳井市 建設部長 荒田　親彦 土木課長 玉中　勲

美祢市 建設経済部長 西田　良平 建設課長 中村　寿志

周南市 建設部長 足達　正男 建設部次長 中村　一幸

山陽小野田市 建設部長 多田　敏明 土木課係長 金田　健

周防大島町 産業建設部長 池元　恭司

和木町 都市建設課長 末岡　靖士

上関町 土木建築課長 上田　文朗

田布施町 建設課長 鳥上　清史

平生町 建設課長 瀬戸　孝博 建設課主事 幸谷　太平

阿武町 施設課長 田中　達治

一般財団法人山口県建設技術センター 技術部　技術部長 福田　隆行

オブザーバー 国土交通省中国地方整備局　道路部 地域道路調整官 田中　敏彦

国土交通省中国地方整備局　道路部 道路保全企画官 沢口　俊樹

西日本高速道路中国支社 保全第二課 石井　隆明

西日本高速道路中国支社 保全サービス統括課 松島　保博

事務局

西日本高速道路株式会社中国支社　周南高速道路事務所 統括課

代理出席者

平成２８年度　第２回山口県道路メンテナンス会議　出席者名簿　

国土交通省中国地方整備局　山口河川国道事務所　道路管理第二課

山口県土木建築部　道路整備課

西日本高速道路株式会社中国支社　山口高速道路事務所 統括課
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〇塩害の影響地域にある橋梁は、塩害の影響地域以外と比べて健全度が低い傾向にあり、地方公共団体が管理する橋梁は
その傾向が顕著です。

【参考】今後のデータ分析・活用の事例

道路メンテナンス年報の概要
○ 平成26年7月より、道路管理者は、全ての橋梁、トンネル等について、５年に１度、近接目視で点検を行い、点検結果として健全性を４段階に診断することとしています。
○ 道路メンテナンス年報は、道路インフラの現状や老朽化対策についてご理解頂くためにまとめたもので、今回は、平成２７年度の点検実施状況、点検結果をとりまとめました。
○ 道路メンテナンス年報は、行政関係者による点検結果を踏まえた今後の措置方針の立案だけではなく、大学や民間企業での維持管理分野の分析・研究開発での活用も期待
しています。

〇平成26・ 27年度の累積点検実施率は、橋梁約28%、トンネル
約29%、道路附属物等約37%となっています。

＜凍結防止剤の影響分析＞
〇最優先で点検すべき橋梁の判定区分Ⅲの割合は、緊急輸送道路を
跨ぐ跨道橋で約11％、跨線橋で約21％、緊急輸送道路を構成する
橋梁で約10％となっています。（ 橋梁全体： 約10％）

■５年間の点検計画・累積点検実施率（全道路管理者合計）

〇平成26・ 27年度の累積点検実施率は、緊急輸送道路を跨ぐ
跨道橋約39％、跨線橋約29％、緊急輸送道路を構成する橋梁
約38％となっています。

■最優先で点検すべき橋梁の点検計画・累積点検実施率（全道路管理者合計）

〇平成27年度に点検を実施した橋梁のうち、緊急又は早期に修繕などの措置を行う必要のある橋梁（ 判定区分Ⅲ・ Ⅳ） が、
国は約8％（ 548橋） であるのに対して、市町村では約10％（ 9,550橋） となっています。

〇建設経過年数が長くなるほど、早期に修繕などの措置が必要な橋梁の割合が多くなっています。
〇緊急措置段階である判定区分Ⅳの橋梁については、速やかに緊急措置を実施したところです。（ 年報にリストを添付）

■判定区分と建設経過年度（橋梁）

〔国土交通省〕 〔市町村〕

■判定区分（最優先で点検すべき橋梁）

累積点検実施率（最優先で点検すべき橋梁） 点検結果（最優先で点検すべき橋梁）

累積点検実施率（全体） 点検結果（橋梁）

点検結果（平成２６・２７年度） 平成２７年度の点検結果

〇凍結防止剤の散布量が多い橋梁は、散布量が少
ない橋梁に比べ健全度が低い傾向にあります。

〇全橋梁のうち、市町村管理が約７割を占めており、米国と比較し
ても、日本の市町村管理の橋梁数が極めて多いことが特徴です。

出典）日本 道路局調べ(H27.12時点）,米国 FHWA（Federal Highway Administration）ホームページ （2014.12時点）

【参考】橋梁の現状

【日本】 【米国】

＜塩害の影響分析＞

※国土交通省が管理する橋梁のH26～H27年度点検結果
※凍結防止剤の散布量は当該橋梁が存在する路線における
平成26年度の散布量をもとに算出
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平成 29 年 2 月 20 日 

 

 

山口県道路鉄道連絡会議（仮称）の設置について 

 

【設置の趣旨】 

跨線橋の計画的な維持及び修繕が図られるよう、道路管理者は、あらかじめ鉄道事業者

等との協議により、跨線橋の維持又は修繕の方法を定めておく旨道路法施行規則が一部改

正され、平成２８年１２月１日から施行となった。 

 

今後は、点検結果を踏まえた修繕工事や熊本地震を踏まえた耐震補強工事の増加が見込

まれることから、道路管理者は、鉄道の安全・安定輸送の重要性に鑑み、鉄道事業者と協

力して、速やかに必要な措置を講じる必要があり、これらの実施状況は、「山口県道路メン

テナンス会議」において、把握する必要がある。 

 

跨線橋の点検及び修繕を計画的かつ効率的に進められるよう、関係者の情報共有及び協

議調整を実施するため、「山口県道路メンテナンス会議」の下部組織※(1)として「山口県道

路鉄道連絡会議（仮称）」を設置し、関係者出席の下、山口県内の安全かつ円滑な交通の確

保及びメンテナンス対策の取り組みを進めることとしたもの。 

 

※(1) 「山口県道路メンテナンス会議」規約第 4 条第 4 項の「専門部会」に位置付け 

【山口県道路メンテナンス会議】 

 「山口県道路メンテナンス会議」は、山口県内のトンネルや橋梁等の道路施設を計画的

かつ効率的に維持管理・補修・更新等するために、道路管理者が相互に連絡調整し、また

協力して情報の共有や発信を行うことにより、点検や修繕計画等の調整、技術基準類に対

する理解、健全性の診断に関する研鑽、必要な技術的支援等を促進する等、道路施設の予

防保全・老朽化対策を強化することを目的として設置。 

 

※ 道路法 28 条の２の規程に基づき、平成 26 年 5 月 29 日に設置済み 

 

 

 

 

 

 

 

資料－３ 
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山口県道路鉄道連絡会議（仮称）規約【案】 

 

（名 称） 

第１条 本連絡会議は、「山口県道路鉄道連絡会議」（以下「連絡会議」という。）と称する。 

 

（目 的） 

第２条 連絡会議は、山口県道路メンテナンス会議規約第４条第４項に規定の「専門部会」

に位置付けるものとし、山口県内における次条に規定する対象施設について、道路管理者

及び関係する鉄道事業者間で協議・調整を行うことにより、山口県内の安全かつ円滑な交

通の確保及び対象施設の予防保全・メンテナンスの強化等を図ることを目的とする。 

 

（対象施設） 

第３条 対象施設は、山口県内の鉄道を跨ぐ全ての道路法の道路橋、及び道路法の道路を跨

ぐ鉄道橋とする。 

 

（協議・調整事項） 

第４条 連絡会議は、その目的を達成するため、対象施設に係る次の事項について、情報共

有及び協議・調整を行う。 

 一 対象施設の維持管理等に係る情報共有に関すること。 

二 対象施設の点検、修繕計画等の把握・調整に関すること。 

三 対象施設の技術基準類、健全性の診断、技術的支援等に関すること。 

 四 その他対象施設の管理に関連し、会長が必要と認めた事項に関すること。 

 

（構 成） 

第５条 連絡会議は、別表に掲げる、関係機関をもって構成する。 

２ 連絡会議には、会長及び副会長３名を置くものとし、会長は国土交通省中国地方整備局

山口河川国道事務所長、副会長は中国運輸局鉄道部技術課長、山口県土木建築部道路整備

課長及び西日本高速道路株式会社中国支社山口高速道路事務所長とする。 

３ 会長に事故等あるときは、副会長がその職務を代行する。 

 

（会議の運営） 

第６条 連絡会議は、必要に応じて会長が招集し、運営する。 

２ 連絡会議には、必要に応じて、会長が指名する者の出席を求めることができる。 

 

（開催頻度） 

第７条 年１回を基本とし、必要に応じて適宜開催する。 

 

（事務局） 

第８条 会議の事務局は、国土交通省中国地方整備局山口河川国道事務所道路管理第二課、

山口県土木建築部道路整備課、西日本高速道路株式会社中国支社山口高速道路事務所統

括課、西日本高速道路株式会社中国支社周南高速道路事務所統括課に置く。 

 

（その他） 

第９条 この規約に定めるもののほか必要な事項は、その都度協議して定める。 

 

（附 則） 

この規約は、平成２９年  月  日から施行する。  
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（別表） 

山口県道路鉄道連絡会議 構成員名簿 

 

 所  属 役  職 備考 

会 長 国土交通省中国地方整備局 山口河川国道事務所長 道路管理者

副会長 国土交通省中国運輸局 鉄道部技術課長  

副会長 山口県土木建築部 道路整備課長 道路管理者

副会長 西日本高速道路株式会社中国支社 山口高速道路事務所長 道路管理者

 下関市 道路課長 道路管理者

 宇部市 道路河川管理課長 道路管理者

 山口市 道路河川管理課長 道路管理者

 萩市 土木課長 道路管理者

 防府市 道路課長 道路管理者

 下松市 土木課長 道路管理者

 岩国市 道路課長 道路管理者

 光市 道路河川課長 道路管理者

 長門市 都市建設課長 道路管理者

 柳井市 土木課長 道路管理者

 美祢市 建設課長 道路管理者

 周南市 道路課長 道路管理者

 山陽小野田市 土木課長 道路管理者

 和木町 都市建設課長 道路管理者

 田布施町 建設課長 道路管理者

 阿武町 施設課長 道路管理者

 西日本旅客鉄道(株)広島支社 企画課課長代理 鉄道事業者
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 所  属 役  職 備考 

 
日本貨物鉄道(株)関西保全技術セ

ンター 
所長 鉄道事業者

 
錦川鉄道(株) 工務課長 鉄道事業者

 

 

オ ブ ザ

ーバー 

国土交通省 中国地方整備局 

国土交通省 中国地方整備局 

西日本高速道路株式会社中国支社 

 

道路部 地域道路調整官 

道路部 道路保全企画官 

保全サービス事業部 保全サービス統括

課長 

 

事務局 

国土交通省 中国地方整備局 山口河川国道事務所 道路管理第二課 

山口県 土木建築部 道路整備課 

西日本高速道路株式会社中国支社 山口高速道路事務所 統括課 

西日本高速道路株式会社中国支社 周南高速道路事務所 統括課 
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山口県道路メンテナンス会議規約 
 

（名 称） 

第１条 本会議は、「山口県道路メンテナンス会議」（以下「会議」という。）と称する。 

 

（目 的） 

第２条 会議は、道路法（昭和 27 年法律第 180 号）第２８条の２に規定の「協議会」に位

置付けるものとし、山口県内の道路管理を計画的、効率的に行うため、各道路管理者が

相互に連絡調整等を行うことにより、道路施設等の予防保全・老朽化対策の強化等を図

ることを目的とする。 

  

（協議事項） 

第３条 会議は、前条の目的を達成するため、次の事項について協議する。 

 一 道路施設の維持管理等に係る情報共有・情報発信に関すること。 

 二 道路施設の点検及び修繕計画等の把握・調整に関すること。 

 三 道路施設の技術基準類、健全性の診断及び技術的支援等に関すること。 

 四 その他道路の管理に関連し会長が必要と認めた事項 

 

（組 織） 

第４条 会議は、別表１に掲げる、山口県内における高速自動車国道、一般国道、県道及

び市町道の各道路管理者等で組織する。 

２ 会議には、会長及び副会長２名を置くものとし、会長は国土交通省中国地方整備局山

口河川国道事務所長、副会長は山口県土木建築部道路整備課長及び西日本高速道路株式

会社中国支社山口高速道路事務所長とする。 

３ 会長に事故等あるときは、副会長がその職務を代行する。 

４ 会長は、個別課題等についての検討・調整を行うため、専門部会を設置することがで

きる。 

５ 会議には、高速自動車国道、一般国道、県道及び市町道の各道路管理者の幹事会を置

くものとし、構成は別表２のとおりとする。 

６ 会議に、道路施設等の不具合発生時等における技術的な助言、専門的な研究機関等へ

の技術相談の窓口を設置し、国土交通省中国地方整備局山口河川国道事務所副所長が担

当する。 

 

（会議の運営） 

第５条 会議は、必要に応じて会長が招集し、運営する。 

２ 会議には、必要に応じて、会長が指名する者の出席を求めることができる。 

 

（幹事会） 

第６条 幹事会は、必要に応じて幹事長が招集し、次の事項について調整する。 

 一 会議の運営全般についての補助、会員相互の連絡調整に関すること。 

 二 会議における議題の調整に関すること。 

 三 その他会議の運営に際し必要となる事項の調整に関すること。 
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（事務局） 

第７条 会議の事務局は、国土交通省中国地方整備局山口河川国道事務所道路管理第二課、

山口県土木建築部道路整備課、西日本高速道路株式会社中国支社山口高速道路事務所統

括課及び西日本高速道路株式会社中国支社周南高速道路事務所統括課に置く。 

 

（規約の改正） 

第８条 本規約の改正等は、会議の審議・承認を得て行う。 

 

（その他） 

第９条 本規約に定めるもののほか必要な事項は、その都度協議して定める。 

 

 

（附 則） 

 本規約は、平成２６年５月２９日から施行する。 

平成２７年 ６月１０日  別表１、別表２改正 

平成２８年 ７月 ６日  別表１、別表２改正 
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平成２８年度 研修・講習会の開催状況 資料－４

橋梁勉強会 座学状況 橋梁勉強会 現地実習状況橋梁勉強会 現場実習状況

名称 対象施設 開催日 参加者 主催 講師 内容

橋梁点検勉強会 橋梁 9月2日 国、自治体 34名 山口河川国道事務所 国、コンサル 橋梁点検・診断に関する講義、現場実習

社会基盤メンテナンスエキス
パート養成講座（ME山口）

橋梁、トンネル
9月21日～
11月21日の

8日間

自治体、
建設コンサルタント

社会基盤メンテナンスエキス
パート養成講座事務局

山口大学
橋梁、トンネルの

点検・診断に関する現場実習

トンネル点検勉強会 トンネル
2月27日）
（予定）

国、自治体 山口河川国道事務所 国、コンサル、山口大学 トンネル点検・診断に関する講義

産官学の連携（社会基盤ﾒﾝﾃﾅﾝｽｴｷｽﾊﾟｰﾄ⼭⼝（ＭＥ⼭⼝））産官学の連携（社会基盤ﾒﾝﾃﾅﾝｽｴｷｽﾊﾟｰﾄ⼭⼝（ＭＥ⼭⼝））

・⼭⼝⼤学と連携し、「地域のインフラ再⽣を担う中核的⼈材」を養成するため、
『社会基盤メンテナンスエキスパート⼭⼝（ＭＥ⼭⼝）』を開催

『社会基盤メンテナンスエキスパート⼭⼝（ＭＥ⼭⼝）』
社会インフラの維持管理に携わる施設管理者、設計者、施⼯者の３

者の技術⼒向上を図り、 地域のインフラ再⽣を担う中核的⼈材を養成
（７⽇間28コマのＭＥ養成講座）
・H26年度：トンネル講座 （試⾏）
・H27年度：橋梁講座 （受講者：28名）
・H28年度：橋梁+トンネル講座（受講者：30名）

Yamaguchi  prefecture 

NHK取材(H28.10.28)グループ演習 現地点検・診断実習
29



産官学の連携（社会基盤ﾒﾝﾃﾅﾝｽｴｷｽﾊﾟｰﾄ（ＭＥ⼭⼝））産官学の連携（社会基盤ﾒﾝﾃﾅﾝｽｴｷｽﾊﾟｰﾄ（ＭＥ⼭⼝）） Yamaguchi  prefecture 

１．実施体制 ２．講座内容

３．成果報告会

平成２８年度 老朽化広報の取り組み状況

展示パネル内容

パネル展示状況

展示パネル内容

展示期間：平成28年10月26日～11月9日
展示場所：宇部市役所入り口ロビー

目的：

パネル展を通じて、広く道路構
造物の老朽化の実態等を伝え、
市民の理解を深める。
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H29年度の取り組み（案） 資料５

・橋梁点検講習会

・トンネル点検講習会

対 象：自治体職員及び直轄職員

目 的：管理者又は発注者として必要な知識の習得を
目的として、橋梁・トンネル点検要領に係る
講義及び現場実習を行う。

Ｈ２８年度と同様に、自治体職員及び直轄職員の知識・技術力向上のため、
研修、講習会を実施予定。
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